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1 はじめに

電離圏 D領域（高度 60～90 km 程度）は、地球

大気の一部が電離している電離圏の中でも最下層

に位置しており、大気の温度勾配で定義される中

間圏と熱圏の境界と重なる領域でもある。この領

域は中間圏・下部熱圏（mesosphere and lower

thermosphere：MLT）領域とも呼ばれ、その風速

変動やイオン化学反応などに未解明な部分が多い

ため近年盛んに研究が行われている。

この領域の観測には、古くから観測用ロケット

も用いられているが、直接観測であるという強み

がある半面、費用が掛かるため頻繁には打ち上げ

られず、連続観測は困難である。MF（中波）レー

ダーは、主にこの領域の風を、比較的低コストで

連続的に観測できる有効な手段として広く用いら

れている［1］。

MF レーダーは、風以外にこの領域の電子密度

を推定することも可能である。中波から短波帯の

電波を用いて電離圏 D 領域の電子密度を推定す

るこの手法は差分吸収（differential absorption

experiment：DAE）法と呼ばれ、1950 年代に提唱

ポーカー・フラットにおけるMFレーダー差分吸収法
で推定される電子密度と銀河雑音吸収の比較研究
A Comparative Study of the Electron Density Estimated with
MF Radar DAE Method and Cosmic Noise Absorption at Poker
Flat, Alaska

川村誠治　 森　弘隆　 村山泰啓
KAWAMURA  Seiji,  MORI  Hirotaka,  and  MURAYAMA  Yasuhiro

要旨
中波帯電波（MF）レーダーは、中層大気上部の水平風速を測定する以外に、差分吸収法により電離圏

D 領域の電子密度を推定することもできる。中波から短波帯の電波を用いて電子密度を推定するこの

手法は、1950 年代に提唱され 1970 年代に確立したが、現在に至るまで十分な検証は行われておらず、

改良もほとんど行われていない。本稿では、MF レーダーによる電子密度推定法の検証の一つとして、

アラスカ・ポーカーフラットの MF レーダーで推定された電子密度と、同じ観測敷地内に設置された

イメージングリオメータによる銀河電波吸収（CNA）を比較し、その結果を報告する。

The method to estimate electron density from partial reflection of medium or high frequency
radio waves from the ionospheric D-region was proposed in 1950s and established in 1970s.
This method, which is applied for MF (medium frequency) radar observations, is called
Differential Absorption Experiment (DAE), and is now used without significant improvements
though many years have passed. In this paper, we compare the electron density from MF radar
and Cosmic Noise Absorption (CNA) from imaging riometer, both instruments are installed at
Poker Frat, Alaska. The accuracy and validity of electron density estimated with the MF radar
are discussed.

［キーワード］
MFレーダー，電子密度，差分吸収法，銀河雑音吸収，電離圏D領域
MF  radar,  Electron  density,  Differential  absorption  experiment,  Cosmic  noise  absorption,
Ionospheric  D  region
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された［2］。1970 年代までに多くの研究が行われ

て一定の発展を見た本手法は、当時のハードウェ

ア技術や科学的知見の限界のためその後下火とな

り、十分な検証が行われることなく現在に至って

いる。

電離圏 D 領域の電子密度は、この領域のイオ

ン化学過程とも密接にかかわり、太陽活動の地球

大気への影響を調べる上でも重要なパラメータの

一つである。本研究では、MF レーダーによるよ

り確かな電子密度推定手法を確立することを目標

に、米国アラスカ州ポーカー・フラットの MF

レーダーで観測された電子密度と、同じ観測敷地

内に設置されたイメージングリオメータによる銀

河雑音吸収（cosmic noise absorption：CNA）との

比較検証を行う。イメージングリーメータが観測

する CNAは、銀河雑音が主に電離圏D領域を通

過する際に電子によって吸収される度合いを表し

ており、電離圏 D 領域の電子密度を代表する値

と考えることができる［3］。この値との比較により、

MF レーダー差分吸収法による電子密度の妥当性

について議論する。

2 MFレーダーによる電子密度推定法

本節では、MF レーダーによる電子密度推定手

法である差分吸収法について説明する。プラズマ

中の電波は、その偏波の向きによって O モード

（正常波）と X モード（異常波）の二つのモードに

分かれて伝搬する。差分吸収法は、モードの違い

によって電離圏を伝搬する電波の振幅の減少度合

いが異なることを利用して電子密度を推定する。

電波を天頂方向に発射し、ある高度 hで反射し

てきたものを地上で受信する場合を考える。電界

の振幅を A、ある高度での反射係数、吸収係数を

それぞれ R、kとし、各モードの違いを添え字で

表すことにすると、両モードの電波の振幅比は以

下のように表すことができる。

（1）

ただし吸収係数 kは、屈折率を n＝α－iβとした
場合 k＝ωβ/c で表される（ωは電波の角周波数
で、c は光速）。（1）式の両辺に対数をとり、高度

方向の微分を行うことにより、ある高度 hにおけ

る電子密度 N（h）を表す次式が得られる。

（2）

観測から得られるのは（2）式右辺の分子第 2 項に

ある Ax/Aoであり、その他 Rx/Roや分母は屈折

率の理論計算から求められる［4］。屈折率の計算で

は、電子と中性大気との衝突周波数が気圧に比例

するという仮定を用い、気圧に CIRA－86 モデ

ル［5］を用いている。また地球磁場に IGRF モデ

ル［6］を用いる。（2）式右辺の分母には電子密度を

表す Nが含まれるが、この手法が対象とする高度

範囲においては分母の大きさそのものがほぼ一定

であることが知られており［2］、この仮定に従って

右辺の Nには一定値を用いている。

3 観測及びデータ

本研究で用いる測器は、情報通信研究機構がア

ラスカ大学との共同研究で米国アラスカ州ポー

カー・フラット（北緯 65.1 度、西経 147.5 度）に

設置・運用しているMF レーダー［7］とイメージ

ングリオメータ［3］である。

ポーカー・フラットMFレーダーの主要諸元を

表 1 に示す。中心周波数は中波帯の 2.43 MHz で

あり、長さ 27μs のパルスを用いているため高度
分解能は約 4 km である（オーバーサンプリング

により 2 km ごとにデータ取得）。FCA（Full

Correlation Analysis）による風観測 2 分と DAE

による電子密度観測 1 分を交互に行っているた

め、得られるデータの時間分解能は 3 分である

（2004 年 8 月からは流星風観測モード（2 分）が追

表1 ポーカー・フラットMFレーダーの主要
諸元
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加されたため、時間分解能は 5 分となっている）。

図 1 に示すように、1 辺 170 m の正三角形の各頂

点と中心の 4 点にクロス・ダイポールアンテナを

四つ設置しており、風観測（FCA）では各受信

チャンネル間の相関を取ることにより風速を推定

している。電子密度観測では、クロス・ダイポー

ルアンテナにより円偏波の向きを切り替えること

で O モードと X モードの電波を交互に送信し、

振幅比を求める。電子密度観測では各チャンネル

の受信信号は合算して使用される。

MF レーダーの観測例として、1998 年 11 月 6

日のデータを図 2 に示す。上段からOモード、X

モードの受信強度と推定された電子密度の日変化

を示している。横軸は時間を世界標準時（UT）で

示してあり、9 時間引くことでアラスカの地方標

準時となる。X モードは O モードに比べて電子

密度による吸収を強く受けるため受信強度が弱く

なっており、図 2 の例ではこれらのデータから最

大で数百個/cm3 の電子密度が推定されている。

電離圏 D 領域では、昼間と夜間でイオン化学過

程が異なることが分かっている。夜間（この例で

は 2～17 UT 程度）と昼間で観測データの高度方

向の強度分布に違いが見られるのはこのためであ

る。夜間は低高度にほとんど電子密度は観測され

ないが、昼間は高度 60 km でも電子密度が存在す

る。図 3 は、図 2 に示すデータのうち 14 UT に

おけるデータの高度プロファイル（1 時間値）を一

例として示している。右から X モード、O モー

図1 ポーカー・フラットMFレーダーのアン
テナ配置

図2 MFレーダーによる電子密度観測結果の一例（1998年11月6日）
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ドの受信強度、各モードの振幅比、推定された電

子密度である。

イメージングリオメータは、256 本のフェイズ

トアレイ・クロス・ダイポールアンテナを用いて

周波数 38.2 MHz の銀河雑音を受信する受動装置

である。地磁気じょう乱を伴う宇宙空間（磁気圏）

のじょう乱現象などによって宇宙空間から高エネ

ルギー粒子線（電子線など）が地球大気へ降り込ん

でくると、オーロラの発光やオーロラ爆発（ブ

レークアップ）などがおこる。オーロラを光らせ

る粒子線より更に高エネルギーのものは、より低

高度の電離圏 D 領域の大気を電離させ、D 領域

付近の電子密度が上昇する（エネルギーが高い粒

子ほど深く大気へ侵入するため、電子密度が上昇

する高度は粒子の持つエネルギーによって変わ

る。）。銀河雑音は D 領域の電子と大気分子との

衝突によって吸収されるため、電子密度上昇が起

こったときには普段の銀河雑音レベルからの減少

という形で CNA（銀河雑音吸収）が観測される。

CNA は電離圏 D領域の電子密度を代表する値と

考えることができる。本研究では天頂方向のみを

観測するMFレーダーと比較するため、イメージ

ングリオメータのデータも天頂付近のビームのみ

を平均した 1分値を用いる。

ポーカー・フラット MF レーダーは、1998 年

10 月から FCAと DAE を交互に行う定常観測が

行われており、イメージングリオメータは 1995

年 10 月に観測を開始している。イメージングリ

オメータはその後 1999 年 8 月から 2002 年 10 月

までの間欠測していたため、本研究では両測器が

同時に運用されていた 1998 年 10月 19 日から

1999 年 7 月 31 日までの 286 日間のデータを用い

ることとする。

4 結果

図 4 に高度 60～80 km の範囲で 24 時間平均し

た電子密度と 24 時間平均した CNA の季節変化

を示す。上段がMFレーダーによる電子密度、中

段がイメージングリオメータによる CNA で、エ

ラーバーは平均における標準偏差を表す。下段に

はこれらを重ねてプロットし、更に Ap 指数とい

う地磁気じょう乱の度合いを表す指数（緑線）も併

せて示している。それぞれのデータには変動を見

やすくするため 5 日間の移動平均を施している。

下段において、三つの量はそれぞれ単位が異なる

ため、変動の傾向にのみ注目する。まず CNA（青

線）と Ap 指数（緑線）の変動に非常に良い正の相

関があることが分かる。CNA は、じょう乱現象

に伴って高エネルギー粒子が降り込んできて大気

と衝突し、電子密度を上昇させることによって発

生する。CNA と地磁気じょう乱指数が良い相関

を示すということは、電子密度を含んだ上記因果

関係が強く成立していることを示しており、ひい

ては CNA がこの高度領域の電子密度を代表する

物理量であることを示している。ただし CNA は

高度方向に積分された吸収量の指標であり、吸収

量を高度方向に分解することはできない。次に

CNA（青線）と電子密度（赤線）の変動を比較する

と、おおむね両者はよい一致を示していることが

分かる。よってMFレーダーによって推定された

電子密度の高度方向の積分値は、長期変動におい

図3 1998年11月6日14UTにおける観測例（1時間値）
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て、少なくとも変動成分が実際の電子密度変動を

反映したものであると言える。

平均する時間帯や高度範囲を変更しても、電子

密度と CNA の変動はおおむね良い正の相関を示

すことが多い。図 4 と同じデータで平均の範囲を

絞った例を二つ、図 5 と図 6 に示す。共に時間方

向の平均は日中のみ（9～15 LT）である。図 5 は

電子密度を比較的低高度の 60～64 km の範囲で平

均しており、図 6 は比較的高高度の 76～80 km

の範囲で平均している。どちらの図でも、平均範

囲を絞ったことで標準偏差（上中段のエラーバー）

が図 4 よりも小さくなっている。図 5 下段の低高

度で平均した電子密度と CNA 及び Ap 指数の比

較結果を見る。CNAと Ap 指数は図 4 と同様に

良い対応を示している。電子密度と CNA の変動

には非常に強い正の相関が見られ、MF レーダー

による電子密度が低高度において実際の電子密度

変動を良く代表しているということができる。一

方図 6 の高高度で平均した電子密度と CNA の比

較では様子が異なり、ほぼ全期間を通して電子密

度と CNAの変動は逆相関を示している。

最後に電子密度と CNA の日変化の比較例を図

7 に示す。1999 年 3月 9 日のデータである。上段

が電子密度の時間・高度変化であり、中段に高度

60～80 km で平均した電子密度の時間変化を示

す。下段は CNA の日変化である。日変化という

細かい時間スケールにおいても、電子密度と

CNA の変動は良い一致を示している。電子密度

は夜間と昼間で観測される高度範囲が違っている

が、昼間の低高度における電子密度増加も、夜間

の高高度における電子密度増加も、共に CNA に

は対応する上昇が見られている。

図4 電子密度（赤線）、CNA（青線）、Ap指数（緑線）の長期変動比較（24時間・高度60～80 km平均）
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5 まとめ

中波から短波帯の電波を用いて電離圏 D 領域

の電子密度を推定する差分吸収（DAE）法は、

1970 年代までに一通りの発展を見たが、その後現

在に至るまで十分な検証や改良は行われていな

い。MF レーダーによる電子密度推定手法として

用いられる本手法の検証を目的に、米国アラスカ

州ポーカー・フラットのMFレーダーにより推定

された電子密度とイメージングリオメータで得ら

れた CNA の比較を行った。長期変動の比較にお

いても日変化の比較においても、両者は比較的良

い一致を示した。特に低高度（60～64 km）で平均

した日中の電子密度と日中の CNA の長期変動に

おいては、両者は非常に良い対応を示し、MF

レーダーで差分吸収法によって推定される電子密

度が実際の電子密度を反映した値であることが示

された。

その一方で高高度（76～80 km）の日中の長期変

動では、両者が逆相の変動を示すことが分かった。

逆相の変動は物理的に解釈が困難であり、昼間の

高高度において差分吸収法による電子密度推定に

再検討の余地があることを示唆している。考えら

れる可能性の一つとして、差分吸収法（（2）式の計

算）において仮定する条件が成立する高度範囲の

限界がある。ポーカー・フラットMFレーダーは

比較的広いビーム幅でパルスを発射しており、

ビームの広がりによる別高度からのエコーの漏れ

込みがある可能性も考えられる。MF レーダーで

は層状構造をなす大気からの分反射エコーを仮定

しているが、乱流性など他の散乱機構によるエ

コーが含まれる可能性も考えられる［8］。今後更に

図5 電子密度（赤線）、CNA（青線）、Ap指数（緑線）の長期変動比較（日中・高度60～64 km平均）
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定量的に検討を進めるためには、Full Wave 計算

などによるプラズマ中の電波伝搬のシミュレー

ションが重要と考えられる。

図6 電子密度（赤線）、CNA（青線）、Ap指数（緑線）の長期変動比較（日中・高度76～80 km平均）

図7 電子密度とCNAの日変化の比較
（1999年3月9日）
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